ソシキカン カンリ カイケイ ケンキュウ ノ ドウコウ by 坂口 順也 et al.
- 3 -
組織間管理会計研究の動向
坂　口　順　也*
１：はじめに
　近年，わが国の管理会計研究において組織と組織の間に焦点を当てた組織間管理会計が注目
されている。たとえば，加登［1999］は，一つの組織の枠を超えた組織間関係のマネジメント
が管理会計の研究テーマの一つになると指摘するとともに，伝統的な日本企業における系列取
引の特徴と問題点，日本企業が取り組み始めているサプライチェーン・マネジメントやアウト
ソーシングの意思決定，さらに，連結経営と管理会計とのかかわりについて記述している。ま
た，小林［2004］は，おもにGietzmann［1996］とDekker［2003］の議論を基礎として，欧
米における組織間管理会計研究の動向を概観し，これらの知見が組織内における管理会計の利
用（コーエシブな利用とイネーブリングな利用）について検討したAhrens＝Chapman［2003］
の議論に関連することを指摘している。
　これらの研究は，組織間関係のマネジメントという新たな研究テーマをわが国の管理会計領
域に紹介した点で有益であるといえる。しかし，組織間関係のマネジメントが，管理会計領域
においてどのように研究されるに至ったのか，また，どのように蓄積されてきたのかを明確に
示すためには，組織間管理会計研究の豊富な蓄積が見られる欧米の管理会計領域を対象とした
研究レビューを行う必要があると考えられる。
　そこで本研究では，欧米の管理会計領域における組織間管理会計の研究動向をレビューする
ことを通じて，組織間関係のマネジメントが管理会計領域においてどのように研究されるに至
ったのか，また，どのように蓄積されてきたのかについて整理する。本研究の構成は次の通り
である。まず，欧米の管理会計領域における組織間管理会計研究をレビューする。次に，この
レビューを踏まえて組織間管理会計研究の現状と課題について整理する。最後は本研究のまと
めである。
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２：組織間管理会計の既存研究
2-1：1990年代前半における組織間管理会計研究（1990－1994）
　組織間関係のマネジメントを対象とする組織間管理会計研究は，1990年代前半における日本
企業のコストマネジメント実務に関する記述にその起点を求めることができる。自動車企業を
中心とした日本企業は，1980年代を通じて高品質，多機能，低価格の製品を世界の市場に投入
し圧倒的な競争力を発揮した。こうしたことを受けて，管理会計領域では1990年代前半に日本
企業のコストマネジメント実務が注目を集めてきた。とりわけ，製品開発段階でのコストマネ
ジメント実務である原価企画は，わが国の研究者によって欧米の管理会計雑誌に紹介された
（Kato［1993］，Kato et al.［1995］ ，Tanaka［1993］，Tani et al.［1994］，Tani［1995］）。また，
日本企業のコストマネジメント実務は，わが国の研究者だけでなく欧米の研究者にも検討され
てきた。この時期における組織間管理会計研究は，こうした欧米の研究者による製品開発段階
でのコストマネジメント実務に関する記述に見出すことができる。
　例えばCooperは，日本企業を対象としたケース研究を基礎として，複数組織にまたがる製
品開発段階でのコスト低減活動を日本企業のコストマネジメント実務の代表的な一つとして位
置づけている。以下ではCooper=Yoshikawa［1994］を紹介する。
2-1-1：Cooper=Yoshikawa［1994］
　Cooper=Yoshikawa［1994］は，日本企業のサプライチェーンにまたがる製品開発段階での
コストマネジメント実務を整理したものである。彼らは，日本企業が情報共有を通じて組織間
の境界を曖昧にしていると記述し，そのもとで実施されるコストマネジメントを「組織間コス
トマネジメント（Inter-Organizational Cost Management Systems）」と呼んでいる。彼らは，
この研究において日本の自動車企業であるTokyoとそのサプライヤーであるYokohama，その
サプライヤーであるKamakuraからなる，Tokyo-Yokohama-Kamakuraサプライチェーン
（Tokyo-Yokohama-Kamakura Supplier Chain）でのコスト低減活動について記述している１）。
まず，世界のトップテンに入る自動車企業であるTokyoは，製品単位当たりの目標価格から目
標利益を差し引いて製品単位当たりの「目標コスト（Target Cost）」を設定し，これを細分化
してYokohamaからの購買価格を決定する。彼らは，こうした目標コストを起点とする購買価
格の決定が，Tokyoの直面する市場の競争圧力をサプライヤーであるYokohamaに伝達する役
割を果たしていると述べている。次に，Tokyoの第一階層サプライヤーであるYokohamaは，
要求仕様を満たす範囲内で部品の品質や機能を見直し，Tokyoから提示された部品価格を実現
する「品質・機能・価格トレードオフ（Quality-Function-Price Trade-Off）」を実施するほか，
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TokyoとYokohamaのエンジニアやYokohamaを最大顧客とするKamakuraのエンジニアは，
相互に協力してコスト低減方法を探索する「最小原価調査（Minimum Cost Investigations）」
を開催する。彼らは，こうした品質・機能・価格トレードオフや最小原価調査が，新たな設計
方法の創造や開発能力の向上に貢献していると述べている。さらに，彼らは，日本企業の組織
間コストマネジメントの特徴について指摘している。彼らは，組織間コストマネジメントは，
基本的にサプライヤーであるYokohamaやKamakuraの利益の削減を通じて目標コストを実現
するものではなく，その点で協調的な組織間関係に基づくものであると述べている。
2-2：1990年代後半における組織間管理会計研究（1995－1999）
　組織間管理会計研究は，1990年代の後半に入り欧米企業での取り組みにも注目するようにな
る。すなわち，日本企業のコストマネジメント実務を紹介する研究（Cooper［1996］）だけで
なく，サプライヤーとの協働など日本企業に特徴的といわれたコストマネジメント実務が欧米
企業でも実施されていることを紹介する研究（Carr=Ng［1995］，Seal et al.［1999］）が見受
けられるようになる。また，サプライヤー関係の統治構造やサプライヤーとの協働の合理性な
ど，組織間関係マネジメントに関する特定の問題に焦点を当てた研究（Gietzmann［1996］，
Gietzmann=Larsen［1998］，Ittner et al.［1999］）がこの時期において登場し始める。以下で
はこれらの研究を取り上げる。
2-2-1：Carr=Ng［1995］　
　Carr=Ng［1995］は，英国Nissanにおける現地サプライヤーの協働を含んだトータルコス
ト管理活動について記述したものである。彼らは，英国Nissanと現地のサプライヤーとを対象
としたインタビュー調査を基礎として，英国Nissanがコスト低減戦略とそれを実現するための
トータルコスト低減活動に取り組んでいることを記述している。また，彼らは，トータルコス
ト低減活動の具体例として次の二つを提示している。一つは，英国Nissanにおける製造段階を
対象とする持続的改善活動であり，これをTCRA（Total Cost Reduction Activity）という。
もう一つは，サプライヤーを巻き込んだ製品開発段階を対象とする原価企画活動であり，これ
をTCAA（Total Cost Achieving Activity）という。彼らは，この研究においてTCAAでのサ
プライヤーへの目標コストの提示とコスト低減のためのサプライヤーとの協働を通じて，会計
情報を英国Nissanに開示するオープンブック志向のサプライヤーが英国でも登場しているこ
と，および，オープンブックの実現に際して組織間での信頼 が重要な要因になることを指摘
している。すなわち，彼らは，英国Nissanによるコスト低減提案や事業計画の提示によって組
織間における信頼がもたらされ，その信頼がオープンブックの基礎になっていると記述してい
る。さらに，彼らは，英国Nissanが多くの日本企業と同様に財務的数値よりも企業戦略を重視
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する傾向を有していることから，会計部門がサポート的な役割を果たしていることについても
触れている。
2-2-2：Cooper［1996］
　Cooper［1996］は，日本企業の戦略とこれを支えるコストマネジメント実務について整理
したものである。彼は，多くの日本企業がPorter［1980］の提示する持続的競争優位の獲得を
目標とした「競争戦略（Competitive Strategy）」ではなく，一時的競争優位の獲得を目指し
た戦略を採用していると述べ，これを「競争直面戦略（Generic Strategy of Confrontation）」
と呼んでいる。また，彼は，品質面，機能面，価格面での競争の熾烈化とこれら三つの要因か
ら構成される企業の「サバイバル・ゾーン（Survival Zone）」の狭隘化に伴い，競争直面戦略
の採用が日本企業だけでなく欧米企業にも必要になっていると主張している。さらに，彼は，
競争直面戦略を支える仕組みとして日本企業のコストマネジメント実務を位置づけている。こ
の研究では，日本企業19社３）を対象とするインタビュー調査を基礎として次のコストマネジ
メント実務が提示されている。一つは，製品開発段階を対象としたフィードフォーワード志向
のコストマネジメント実務であり，開発段階において製品単位当たりの目標コストを設定する
「原価企画（Target Costing）」４），複数部門からなるチーム活動を基礎とする「VE（Value 
Engineering）」，サプライヤーとの共同開発や従業員の相互配置からなる「組織間コストマネ
ジメント（Inter-Organizational Cost Management Systems）」がこれに該当する。もう一つは，
製造段階を対象としたフィードバック志向のコストマネジメント実務であり，製品別ではなく
製品ライン別にコストを計算する「製品コスト計算（Product Costing）」，責任センターの設
定や差異分析からなる「オペレーショナル・コントロール（Operational Control）」，製造プロ
セスのさらなる改善を図る「原価改善（Kaizen Costing）」がこれ該当する。なお，彼は，こ
れらのコストマネジメント実務の欧米企業における実行可能性を検討することが，今後の課題
の一つになると指摘している。
2-2-3：Gietzmann［1996］
　Gietzmann［1996］は，不完全契約下での管理会計担当者の役割について検討したものであ
る。彼は，取引コストの経済学で指摘されるように経済主体の意思決定が限定合理性と機会主
義を前提としていることから，長期継続的な組織間関係がホールドアップや再交渉という問題
を内包した不完全契約の状況にあることを指摘している。また，彼は，日本企業の組織間関係
に関する研究を参考にして不完全契約下での競争がランキングに基づくものであることを説明
するとともに，これを踏まえて日本企業と取引をするヨーロッパの第一階層サプライヤーに対
する質問票調査を実施している。その結果，これらの第一階層サプライヤーにおいて，取引契
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約が長期的であること，トーナメントに基づいた競争が実施されていること，ランクアップ志
向があること，詳細なコストデータの開示がバイヤーに要求されること，製品仕様が変動しフ
レキシブルな対応がバイヤーに要求されること，関係特殊的投資を実施していることを明らか
にしている。さらに，彼は，不完全契約の状況にある組織間関係での管理会計担当者の役割に
ついて，伝統的な自製・購入の意思決定との関連で検討している。すなわち，伝統的な自製・
購入の意思決定では組織間におけるホールドアップや再交渉，さらに，サプライヤーの動機付
けという不完全契約の問題が考慮されてこなかったことから，これらの問題について考慮する
ことが管理会計担当者にとって必要になると指摘している。彼は，このような管理会計担当者
の役割変化を，「短期的な財務成果志向タイプのコントロール（Short-Term Results Oriented 
Type Controls）」から「長期的なイノベーション促進タイプのコントロール（Longer Term 
Innovation Promoting Type Controls）」への移行と表現している。
2-2-4：Gietzmann=Larsen［1998］ 
　Gietzmann=Larsen［1998］は，製品開発段階におけるサプライヤーとの協働の合理性につ
いてモデルを基礎に検討したものである。彼らは，（1）設計開発と製造から構成される統合的
業務の外注は製造のみの外注よりもコストが生じる，（2）能力の低いサプライヤーよりも能力
の高いサプライヤーの方が統合的業務の外注に適している，（3）統合的業務のコストは能力の
低いサプライヤーにおいて内製コストよりも高く，能力の高いサプライヤーにおいて内製コス
トよりも低い，（4）統合的業務の外注にかかわるコストは関係的技能への投資が多いほど低く
なる，という仮説を設定する。次に，彼らは，これらの仮説をもとに，ホールドアップを回避
して関係的技能への投資を促進する仕組みとしてのインセンティブ問題について，二期間のモ
デルを用いて分析している。その結果，彼らは，サプライヤーに提供されるプレミアムがサプ
ライヤーの能力の高低に依存しており，かつ，その能力が一定レベルよりも低い場合や高い場
合には逆に不効率が生じる可能性があることを指摘している。こうしたことから，彼らは，サ
プライヤーとの協働が必ずしも優れているとはいえず日本企業の組織間関係のマネジメント実
務に対する評価が表面的であること，および，インセンティブ問題など組織間におけるガバナ
ンス・コストの問題に目を向ける必要があることを指摘している。
2-2-5：Seal et al.［1999］
　Seal et al.［1999］は，英国製造企業とサプライヤーとの戦略的提携の構築プロセスについ
て記述したものである。彼らは，Carr=Ng［1995］を含めてサプライヤーとの協働に関する
事例が日本企業に偏重していることから，欧州企業の事例を新たに提供する必要があると主張
している。こうした主張をもとに，彼らは，英国製造企業とサプライヤーとの戦略的提携の構
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築プロセスについて18ヶ月にわたるインタビュー調査を基礎に記述している。ここでは，英国
製造企業がさらなるコスト低減を目標としてサプライヤーとの協働関係を構築しようとしてい
ること，および，こうした協働関係の構築プロセスにおいて上級管理者や会計担当者によるミ
ーティングが二回開催されたことを明らかにしている。また，彼らは，これらのミーティング
のプロセスでコスト情報の開示などが検討されたことから，組織間におけるオープンブックの
達成が協働関係の構築とそのマネジメントにとって重要であることを指摘している。さらに，
彼らは，今回の戦略的提携に関する事例の中で組織間におけるオープンブックが十分に実現さ
れなかったことから，上級管理者や非会計担当者にも理解容易な原価計算や業績評価の手法を
開発する能力が，組織間関係のマネジメントにおける管理会計の役割を発揮する上での重要な
要因になると主張している。
2-2-6：Ittner et al.［1999］
　Ittner et al.［1999］は，サプライヤー関係，選択・モニタリング実務とバイヤーのパフォ
ーマンスとの関連について検討したものである。まず，彼らは，カナダ，ドイツ，日本，米国
の自動車企業とコンピュータ企業を対象とした質問票調査の回答の中で，サプライヤー関係に
関する回答についてクラスター分析を実施し，バイヤーとサプライヤーとの関係を「アームス・
レングス（Arms-Length）」，「インターメディエット（Intermediate）」，「パートナーシップ
（Partnership）」の三つに分類している。次に，彼らは，これら三つの関係ごとに，選択・モ
ニタリング実務（サプライヤーの技術の考慮，サプライヤーの評判の考慮，付加価値の考慮，
戦略的パートナーシップの考慮，品質の重要性，オンタイム配送の重要性，継続的供給の重要
性，サプライヤー診断プログラムの利用，サプライヤーのサポートグループへの参加の頻度，
サプライヤーのミーティングへの参加の頻度）とバイヤーのパフォーマンス（税引前ROA，
長期的なサプライヤーを許容する割合，製品開発サイクルタイム，製品品質）との関連性につ
いて一般線形モデルを用いて分析している。その結果，彼らは，バイヤー・サプライヤー関係
がパートナーシップである場合，選択・モニタリング実務の積極的な利用と税引前ROA，長
期的なサプライヤーを許容する割合，製品品質といったバイヤーのパフォーマンスとの間に正
の関連がみられ，かつ，その関連がアームス・レングスやインターメディエットの場合よりも
顕著であることを明らかにしている５)。こうしたことから，彼らは，パートナーシップという
戦略を採用している場合において，サプライヤーとの協働で見られる選択・モニタリング実務
の利用がバイヤーのパフォーマンスに大きく貢献すると主張している。さらに，彼らは，リカ
ーシブ・パーティショニング（Recursive Partitioning）という独立変数の二分割の連続を見
積もることで従属変数の変化を説明する非線形的な統計技法を利用して，個々の選択・モニタ
リング実務の利用とバイヤーのパフォーマンスとの関連性について分析している。その結果，
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非財務的な選択基準の利用，サプライヤーとの頻繁なミーティング，戦略的計画プロセスへの
サプライヤーの参加，サプライヤー診断プログラムの実施といった個々の実務の利用が，バイ
ヤーのパフォーマンスの向上に貢献することを明らかにしている。
2-3：2000年以降の組織間管理会計研究（2000－2004）
　組織間管理会計研究は，2000年代に入り，欧米企業のコストマネジメント実務に関する研究
（Mouritsen et al.［2001］）のほか，組織間関係マネジメントに関する特定の問題に焦点を当
てた研究が盛んに蓄積されるようになる。すなわち，先に紹介したサプライヤーの統治構造や
サプライヤーとの協働の合理性に関する研究だけでなく，サプライヤーとの情報共有に関する
研究なども見られるようになる。以下ではこれらの研究を取り上げる。
2-3-1：van der Meer-Kooistra= Vosselman［2000］
　van der Meer-Kooistra=Vosselman［2000］は，欧米企業の組織間マネジメント・コントロ
ールに見られる差異とその影響要因について検討したものである。彼らは，取引コスト経済学
や組織間における信頼に関する知見をもとに，組織間マネジメント・コントロールのパターン
として，資産特殊性が低く価格による定期的ビッディングを基礎とする「市場ベースのパター
ン（Market Based Pattern）」，資産特殊性が中程度か高く詳細に設定された選択基準や契約
内容を基礎とする「官僚制度ベースのパターン（Bureaucracy Based Pattern）」，資産特殊性
が高くSako［1992］が提示する信頼を基礎とする「信頼ベースのパターン（Trust Based 
Pattern）」の三つを提示している。また，彼らは，これら三つのパターンを踏まえて，オラン
ダの石油化学産業に属するNAM（Nederlandse Aardolie Maatschappij）とSRTCA（Shell 
Research and Technology Centre Amsterdam）におけるサプライヤー・マネジメントの事例
を分析し，前者が官僚制度ベースのパターンに近似しているのに対して，後者が信頼ベースの
パターンに近似していることを記述している。さらに，彼らは，NAMとSRTCAでの組織間マ
ネジメント・コントロールの差異に影響を与える要因として，法的ルールや業界コンソーシア
ムなどの制度，対象企業に対して期待される社会的役割などの社会に埋め込まれた要因をあげ
ている。
2-3-2： Anderson et al.［2000］
　Anderson et al.［2000］は，取引コスト経済学を基礎として製品開発業務の外注の合理性を
検討したものである。まず，彼らは，取引コスト経済学において内部調達の合理性が示唆され
るにもかかわらず，近年の欧米自動車企業において製品開発業務を含めた外部調達が進展して
いることから，その合理性を検討することが必要であると主張している。次に，彼らは，米国
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自動車企業の製品開発プログラムに関わる156の部品調達意思決定を基礎として，金型外注の
実態を統計的に分析している。具体的には，内部調達か外部調達かを示す変数として部品レベ
ルのINSOURCE，OUTSOURCEとサブアセンブリー・レベルのPROPIN，サプライヤーの集
中選択を示す変数としてCONCENTRATION，不確実性を示す変数としてクリティカル・ポ
イントを意味するLNCONPINTと部品の厚さを意味するLNTHICK，機会主義的行動を示す変
数としてバイヤーによる金型の再製要求を意味するREWORKとサプライヤーの作業の遅延を
意味するDELAY，調達意思決定に影響を与える変数として部品点数を意味するNUMPARTS，
取引階層を意味するHI-TIER，クリティカル・ポイントの平均値を意味するALNCONPNT，
部品の厚さの平均値を意味するALNTHICKを設定している。また，彼らは，共通サブアセン
ブリー内での部品調達意思決定の相互依存性に関するモデル（モデル１），モデル１に取引コ
ストを示す代理変数を導入したモデル（モデル２），モデル２に契約上の不確実性を示す代理
変数を導入したモデル（モデル３），モデル３に部品の特徴とサブアセンブリーの特徴の相互
作用を導入したモデル（モデル４）を開発し，調査対象企業から得られたデータを利用して分
散分析モデルなどにより金型の内部調達と外部調達の実態について検討している。その結果，
彼らは，複雑な部品ほど外部調達される傾向があることや部品の相互依存性が高まるほど少数
サプライヤーに限定する傾向があることを明らかにしている。また，彼らは，内部調達よりも
外部調達の方がバイヤーの機会主義的行動を意味する金型の再製要求が見受けられなかったこ
とを提示している６）。こうしたことから，彼らは，近年の欧米自動車企業における製品開発業
務の外注に一定の合理性があることを経験的に明らかにしている。
2-3-3： Mouritsen et al.［2001］
　Mouritsen et al.［2001］は，欧米企業におけるオープンブックと原価企画・機能分析の利
用事例について紹介したものである。まず，彼らは，組織内のマネジメントと組織間のマネジ
メントが双方向的な関係にあると述べている。すなわち，組織内の要請から組織間のマネジメ
ントが変化すると，組織内のマネジメントもこれに伴い変化するというものである。それゆえ，
彼らは，組織間マネジメント・コントロールの変化だけでなく，これに伴う組織内マネジメン
ト・コントロールの変化を検討することが必要であると主張している。次に，彼らは，デンマ
ークの小規模電気企業であるLeanTechとNewTechの事例を紹介している７）。両社は，ともに
リーン企業の構築を目標としている。また，この目標を達成するために，LeanTechでは製造
プロセスの外注化との関連でオープンブックを，NewTechでは開発プロセスの外注化との関
連で原価企画の一要素である機能分析を，新たな組織間マネジメント・コントロールの取り組
みとして導入している。さらに，組織内のマネジメントへの影響として，LeanTechでは，製
造の柔軟性，機能別グループの調整，ソフトウエア技術への注目の高まりが，NewTechでは，
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新たな技術の調整，顧客ニーズへの注目，広範な技術への注目の高まりが，それぞれ見られて
いる。こうしたことから，彼らは，オープンブックや機能分析といった企業目標の達成のため
に新たに導入された組織間マネジメント・コントロールの取り組みが，組織内における戦略や
組織，技術のあり方に影響を与えることを明らかにしている。加えて，彼らは，こうした組織
間マネジメント・コントロールが有する多様な側面を捉えることが，今後の課題の一つになる
と指摘している。
2-3-4： Speklé［2001］
　Speklé ［2001］は，取引コスト経済学の知見を利用してマネジメント・コントロールの多様
性について検討したものである。彼は，マネジメント・コントロールの多様性を記述する上で
取引コスト経済学の知見から導出される三つの次元（計画可能性の範囲，資産特殊性の程度，
事後的情報の影響力の強さ）が参考になると指摘している８）。次に，彼は，これら三つの次元
を利用して，マネジメント・コントロールのタイプとして，「市場コントロール（Market 
Control）」，「アームス・レングス・コントロール（Arm’s Length Control）」，「機械的コント
ロール（Machine Control）」，「探索的コントロール（Exploratory Control）」，「境界コントロ
ール（Boundary Control）」をあげ，さらに，アームス・レングス・コントロールを「階層的」
と「ハイブリッド」，機械的コントロールを「行動志向」と「結果志向」，探索的コントロール
を「階層的」と「ハイブリッド」，境界コントロールを「階層的」と「市場ベース」に分類し，
合計九つのコントロール・タイプの特徴について記述している。すなわち，市場コントロール
では資産特殊性が低いこと，アームス・レングス・コントロールでは階層的な場合とハイブリ
ッドな場合でともに計画可能性が高く資産特殊性が中程度であること，機械的コントロールで
は結果志向な場合と行動志向な場合でともに計画可能性と資産特殊性が高いこと，探索的コン
トロールでは，階層的な場合で計画可能性が低く資産特殊性が中程度で事後的情報の影響力が
低く，ハイブリッドな場合で計画可能性が低く資産特殊性が中程度か高く事後的情報の影響力
が低いこと，境界コントロールでは，階層的な場合で計画可能性が低く資産特殊性が中程度か
高くて事後的情報の影響力が高く，市場ベースの場合で計画可能性が低く資産特殊性が中程度
で事後的情報の影響力が高いことを，それぞれ説明している。さらに，彼は，取引コスト経済
学の知見に依拠したコントロール・タイプの提示が，組織内だけでなく組織間におけるマネジ
メント・コントロールの多様性を経験的に説明するための基礎となると主張している。
2-3-5：Tomkins［2001］
　Tomkins［2001］は，組織間における信頼と要求される情報との関連について検討したもの
である。まず，彼は，組織間における信頼と要求される情報との関係が，前者が増加すれば後
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者が減少するという単純な逆の関係ではなく，逆U字の関係にあると主張する 。すなわち，
時間が経過し組織間における信頼が増加すると，要求される情報は最初の段階では増加してい
くものの，一定時点を超えた段階では徐々に減少するというものである。次に，彼は，要求さ
れる情報を「タイプ１：信頼のために要求される（Needed for Willingness to Trust）情報」
と「タイプ２：事象を制御するために要求される（Needed for Mastery of Event）情報」と
に分類し，これらの情報の量と内容を時間の経過とともに組織間の相互依存性と信頼が増大す
る段階ごとに記述している。すなわち，最小のコミットメントと信頼しかない「探索・選別
（Exploratory/Screening）」の段階では基本的な個人の態度や短期的なコスト・ベネフィット
に関する情報が限定的に要求されること，短期的なコミットメントが生じる「コミットメント
構築（Building Commitment）」の段階では切望・期待や一時的な計画に関する情報が多く要
求されること，コミットメントが形成され強化される「長期的コミットメント（Long Term 
Commitment Established）」の段階では期待される価値や活動の詳細に関する情報が非常に多
く要求されること，安定したコミットメントが生じる「関係の後期（Later Life in the 
Relationship）」の段階では期待シグナルや新たな経験に関する情報が限定的に要求されること
を，それぞれ説明している。さらに，彼は，段階ごとに要求される二つの情報の内容が組織間
関係の目的によって影響を受けることを指摘し，好意的下請，技術ライセンス，戦略的アライ
アンス，研究コンソーシア，ジョイント・ベンチャーといった目的ごとに二つの情報の量の内
容について整理している。最後に，彼は，これらの議論を踏まえて，組織間関係のマネジメン
トを実施する上で組織間における信頼と情報とのバランスを慎重にとることが必要であると主
張している。
2-3-6：Langfield-Smith＝Smith［2003］
　Langfield-Smith=Smith［2003］は，組織間マネジメント・コントロールにおける信頼の重
要性について記述したものである。彼らは，上であげたvan der Meer-Kooistra　=Vosselman 
［2000］における組織間マネジメント・コントロールの三つのパターンを参考にしながら，オ
ーストラリアの電器企業であるCentral Energyの情報技術・通信機能の外注に関する事例を分
析している。その結果，彼らは，Central Energyと外注先との関係が当初は契約内容が明確で
はない「信頼ベースのパターン（Trust Based Pattern）」に近似したものであったのが，月次
で実施される上級管理者間の討議，世界的な専門知識の獲得やサービスの向上，アカウンタビ
リティやコスト意識の高まり，情報技術計画の整備といった外注による利益の確認が進むにつ
れて，明確な契約内容を基礎とした「官僚制度ベースのパターン（Bureaucracy Based 
Pattern）」に近似したものに移行したことを明らかにしている。また，彼らは，Sako［1992］
の｢善意に基づく信頼（Goodwill Trust）｣に代表される組織間における信頼が，情報技術・通
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信機能の外注に着手した当初の信頼ベースのパターンの段階だけでなく，契約内容が詳細で明
確となった官僚制度ベースのパターンの段階でもサプライヤーの活動を調整する上で重要な役
割を果たしており，公式的な会計や契約と組織間における信頼の構築とが矛盾するという一般
的な見解と異なる現象が見られたことを説明している。こうしたことから，彼らは，コントロ
ール・信頼・リスクの関係をさらに検討することが，今後の課題の一つになると結論付けてい
る。
2-3-7： Dekker［2003］
　Dekker［2003］は，組織間関係における問題と会計情報の利用について検討したものである。
まず，彼は，組織間関係の問題として取引コスト経済学を基礎とする「流用への懸念
（Appropriation Concerns）」と組織理論を基礎とする「調整の必要性（Coordination 
Requirements）」という二つをあげ，これを踏まえて，個々の企業の利益を保護し組織間にま
たがる活動を調整するために会計情報を利用することが必要になることを指摘している。次に，
彼は，英国小売企業のSainsburyを対象としたインタビュー調査をもとに，「ベンチマーク分析
（Benchmark Analyses）」，「戦略的What-If分析（Strategic What-If Analyses）」，「トレンド
分析（Trend Analyses）」を通じて，同社がサプライヤーとのコスト情報の共有と組織間にま
たがる活動の調整を実施していることを明らかにしている。具体的には，同社がロジスティク
ス・コストの低減を目標として活動ベースのコスト・モデルを開発したこと，このコスト・モ
デルが同社の店舗や配送の活動だけでなくサプライヤーの活動を含んでいたこと，このコスト・
モデルの適用にあたりサプライヤーからのコスト情報の提供を必要としたこと，コスト情報の
提供について基本的にはサプライヤーの自由意志に任されていたこと，提供されたコスト情報
に基づき冷凍品でのプラスチックかごの導入などが検討されたことを記述している。さらに，
彼は，Sainsburyがコスト情報の利用に関する合意書を作成することにより，敵対的な情報利
用などサプライヤーが持つ同社に対する機会主義的行動への危惧を軽減していることを紹介し
ている。最後に，彼は，Sainsburyでのサプライヤー・マネジメント実務において，組織間に
おける信頼が組織間マネジメントでの情報共有とその利用を実現する上で重要な役割を果たし
ていることを指摘している。
2-3-8：Cooper=Slagmulder［2004］　 
　Cooper=Slagmulder［2004］は，組織間コストマネジメントを構成するそれぞれの技法の利
用がどのような組織間関係の下で適用されているのかについて検討したものである。具体的に
は，日本の製造企業三社，第一階層サプライヤー三社，第二階層サプライヤー一社から構成さ
れる合計七社10）のインタビュー調査をもとに，サプライヤーが単独で製品設計を部分的に修
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正する「機能・価格・品質トレードオフ（Functionality-Price-Quality Trade-Offs）」，エンジ
ニアの参加などバイヤーとサプライヤーとのインターラクションを通じて製品設計を部分的に
修正する「組織間原価調査（Interorganizational Cost Investigation）」，こうしたインターラ
クションを製品開発の初期段階から継続的に実施して製品設計を大幅に修正する「コンカレン
ト・コストマネジメント（Concurrent Cost Management）」という三つの組織間コストマネ
ジメント技法が，どのようなサプライヤーに対して適用されているのかについて検討している。
その結果，彼らは，コンカレント・コストマネジメントを中心に三つの組織間コストマネジメ
ント技法がすべて適用される「ファミリー・メンバー（Family Member）」，組織間原価調査
を中心に機能・価格・品質トレードオフが併せて適用される「主要サプライヤー（Major 
Supplier）」，機能・価格・品質トレードオフのみが適用される「下請（Subcontractor）」，三
つの組織間コストマネジメント技術のすべてが適用されない「一般サプライヤー（Common 
Supplier）」という四つのクラスターにサプライヤーを分類することができると指摘している。
また，彼らは，これら四つの組織間関係の内容や三つの組織間コストマネジメント技法の役割
について整理している。すなわち，組織間関係について，ファミリー・メンバーでは設計依存
度が高く仕様・設計責任が共同であること，主要サプライヤーでは設計依存度が中程度で仕様・
設計責任がバイヤーであること，下請では設計依存度が低く仕様・設計責任がバイヤーである
こと，一般サプライヤーでは設計依存度がなく設計・仕様責任がサプライヤーであることを示
すとともに，組織間コストマネジメント技法について，コンカレント・コストマネジメントで
は主要機能に対して適用され10%から15%のコスト低減が期待されること，組織間原価調査で
はグループ・コンポーネントに対して適用され５%から10%のコスト低減が期待されること，
機能・価格・品質トレードオフではコンポーネントに対して適用され０%から５%のコスト低
減が期待されることを，それぞれ説明している。さらに，彼らは，これらの組織間コストマネ
ジメント技法の適用やサプライヤーの区分に見られるように組織間関係のコンテクストが多様
であることから，新古典派経済学を前提とした従来の二元的な自製・購入の意思決定を見直す
必要があると主張している。
2-3-9：Dekker［2004］
　Dekker［2004］は，組織間関係における問題と組織間関係のコントロールとの関連につい
てのフレームワークを開発するとともに，その妥当性を欧米企業の事例を通じて検証したもの
である。まず，彼は，上であげたDekker［2003］と同様に，組織間関係における問題として，
取引コスト経済学を基礎とする「流用への懸念（Appropriation Concerns）」と組織理論を基
礎とする「調整の必要性（Coordination Requirements）」の二つを提示するとともに，前者が
資産特殊性，環境不確実性，頻度を，後者が相互依存，タスク不確実性を前提としていること
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を記述している。次に，彼は，これら二つの問題に起因する組織間関係のコントロールとして，
能力に対する信頼，善意に基づく信頼，パートナー選択という「社会的コントロール（Social 
Control）」と，結果によるコントロールと行動によるコントロールという「公式的コントロー
ル（Formal Control）」の二つをあげ，前者が後者の適用に影響を与えるというフレームワー
クを提示している。さらに，彼は，オランダの鉄道産業に属するRIBとそのサプライヤーであ
るNMAでの安全装置の調達事例を分析し，組織間関係における問題と組織間関係のコントロ
ールとの関連について提示した彼のフレームワークの妥当性を検証している。その結果，能力
に対する信頼や善意に基づく信頼などの社会的コントロールがアライアンス委員会や協働タス
クグループにおける公式的コントロールの適用をモデレートする役割を果たしていること，お
よび，公式コントロールの適用がRIBとNMAとのトランスパレンシーを増大させる役割を果
たしていることを明らかにしている。最後に，彼は，こうした組織間関係のコントロールの問
題をより長期で観察することが必要であることを今後の課題の一つとしてあげている。
2-3-10：Håkansson=Lind［2004］ 
　Håkansson=Lind［2004］は，組織内や組織間における活動調整の多様性と会計情報の役割
について検討したものである。まず，彼らは，組織内や組織間での活動調整のタイプとして，
直接的なコントロール形態である「階層組織（Hierarchy）」，調整活動が標準化されたコント
ロール形態である「市場（Market）」，複雑なインターラクションを基礎とするコントロール
形態である「ビジネス関係・協調（The Business Relationship or Corporation）」の三つをあ
げるとともに，これらのタイプが現実企業において代替的ではなく補完的で複雑に組み合わさ
れていることを指摘する。次に，彼らは，スウェーデンの電気通信産業に属するEricssonと
Teliaの組織内・組織間関係に関する事例を基礎として，これら三つの調整タイプが組織内や
組織間でのネットワークの形成と調整において多元的に組み合わさっていることを紹介してい
る。具体的には，Teliaの購買ユニットやネット開発ユニットでは階層組織的な活動調整タイ
プが，Ericssonの主要会計マネージャー・ユニットでは市場的な活動調整タイプが，Teliaの
購買ユニットとEricssonの主要会計マネージャー・ユニットではビジネス関係・協調的な活動
調整タイプが，それぞれ見受けられることを明らかにしている。さらに，彼らは，Ericssonと
Teliaの事例に見られるように，製品のリリース時期や組み込まれる技術を調整する過程にお
いて双方の技術ユニットや主要会計ユニットがオーバーラップし，それぞれのユニットのアカ
ウンタビリティが新たな境界の設定に影響を与えてきたことから，組織内や組織間におけるネ
ットワーク形成や境界の設定において会計情報が重要な役割を果たすことを指摘している。
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2-3-11：Seal et al.［2004］
　Seal et al.［2004］は，構造理論を基礎として組織間関係における会計情報の役割を検討し
たものである。まず，彼らは，Giddensの理論を利用して制度的影響と戦略的行動の関連を説
明するという観点から，企業を取り巻く「制度的領域（Institutional Realm）」と戦略的行動
の中心となる「企業レベルでの主要アクター（Key Actors at Firm-Level）」を提示している。
また，彼らは，制度的領域と企業レベルでの主要アクターとを結びつけるものとして「モダリ
ティ（Modalities）」をあげ，その中の一つとして組織間における会計情報が位置づけられる
と主張している。次に，彼らは，インタビュー調査をもとにして，英国コンピュータ関連企業
であるDextronの事例について記述している11）。ここでは，同社におけるサプライヤーのマネ
ジメントが，アームス・レングスの組織間関係と価格交渉を基礎として財務会計や財務管理を
重視していた第一フェーズ（1995年まで）から，親会社である日本企業の影響を受けて自社の
利益を優先しながら外注への大幅な転換と密接なサプライヤー関係の構築に着手した第二フェ
ーズ（1998年まで）へと移行し，さらに，地域の企業や大学から構成されるネットワークの支
援のもとでサプライヤーとの継続的なコミュニケーションやコンサルテーションが増加した第
三フェーズ（1998年以降）に至ったことを記述している。さらに，彼らは，Dextronにおける
標準的コスト・モデルなどの開発や洗練のプロセスでこれまでの問題点が顕在化してきたこと
や，サプライヤーとの協働関係の構築に役立てられてきたことから，モダリティの一つである
会計情報が組織間関係での既存プロセスの顕在化や新たなプロセスの埋め込みに貢献すること
を指摘している。
３：組織間管理会計研究の動向
　以上，近年の欧米における組織間管理会計の既存研究の内容について整理してきた。組織間
管理会計は，当初，日本企業のコストマネジメント実務に関する記述の中に見出すことができ
た。例えば，Cooper=Yoshikawa［1994］やCooper［1996］では，サプライヤーとの協働によ
るコスト低減活動を組織間コストマネジメントと呼び，これを日本企業に特徴的なコストマネ
ジメント実務の一つとして紹介している。しかし，組織間管理会計は，後に日本企業だけでな
く在外の日系企業や欧米企業のコストマネジメント実務に関する記述の中にも見受けられるよ
うになる。例えば，Carr=Ng［1995］では英国Nissanを，Seal et al.［1999］では英国製造企
業を，Mouritsen er al.［2001］ではデンマーク小規模電器企業を対象として，サプライヤー
を巻き込んだコスト低減活動が実施されていることを記述している。加えて，対象とした企業
のコストマネジメント事例を紹介する研究だけでなく，組織間関係のマネジメントに関わる特
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定の問題に焦点を当てた研究も登場するようになる。例えば，組織間における統治構造につい
て取り上げたGietzmann［1996］，van der Meer-Kooistra=Vosselman［2000］，Speklé［2001］，
Langfield-Smith=Smith［2003］，Cooper=Slagmulder［2004］，Dekker［2004］，
Håkansson=Lind［2004］，Seal et al.［2004］，組織のパフォーマンスについて検討した
Gietzmann=Larsen［1998］，Ittner et al.［1999］，Anderson et al.［2000］，組織間における
情報共有について注目したTomkins［2001］やDekker［2003］などである。
　とくに，2000年以降では，組織間関係における統治構造に焦点を当てた研究が数多く登場し
ている。ここでは，経済主体の意思決定の限定合理性と機会主義を前提とする取引コスト経済
学や，約束厳守の信頼，能力に対する信頼，善意に基づく信頼といったSako［1992］の議論
に代表される組織間における信頼を参考にして，不完全契約下での組織間関係のマネジメント
について検討されている。中でも，組織間における信頼は，公式的なコントロールの適用に影
響を与えるという意味において，サプライヤーをマネジメントする上での重要な要因の一つに
位置づけられている。また，2000年以降では，組織間における統治構造との関連で，組織パフ
ォーマンスや組織間での情報共有などが議論されている。これらの議論では，どのような統治
構造が組織パフォーマンスに貢献するのか，どのような統治構造がサプライヤーとの情報共有
を促進するのか，および，組織間における情報共有が統治構造にどのような影響を与えるのか，
などが検討されている。
　このように，欧米の組織間管理会計研究は，日本企業におけるコストマネジメント実務を紹
介するものから，在外の日系企業や欧米企業におけるコストマネジメント実務を紹介するもの
や組織間関係における特定の問題を検討するものへと，その内容を豊富化させている。また，
組織間関係における特定の問題については，組織間における統治構造を中心として，統治構造
と組織パフォーマンスとの関連や組織間における情報共有との関連に注目した研究が着実に蓄
積されている。
　しかし，欧米の組織間管理会計研究は，研究成果が着実に蓄積しその内容も豊富化している
ものの，検討すべき点が残された状況にある。例えば，組織間における統治構造については，
取引コスト経済学や組織間における信頼に関する知見を単純に援用したものが多いため，より
詳細な検討が必要であると考えられる。中でも，組織間における信頼については，約束厳守の
信頼，能力に対する信頼，善意に基づく信頼という概念が総括的であるため，これらの概念が
どのような要因によって支えられているのかについて説明する必要がある。すなわち，法制度，
社会的役割，戦略といった高次の概念だけではなく，対象産業，サプライヤーへの委託業務の
範囲，取引アイテムの特性など具体的な要因に落とし込んで，これらの要因と信頼との関係，
さらには，組織間の統治構造の具体的な内容について取り扱うことが求められる。これらの作
業を積み重ねることにより，統治構造や信頼といった漠然とした概念がより明確に見えてくる
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ものと考えられる。また，組織パフォーマンスや組織間における情報共有については，組織間
における統治構造との関連を詳細に検討するだけでなく，情報共有とパフォーマンスとの関連
についても併せて検討する必要がある。すなわち，Tomkins［2001］が示唆するようにどのよ
うな統治構造でどのような情報が共有されるのか，統治構造に応じてより望ましい情報の組み
合わせはあるのか，組織間における情報共有は組織パフォーマンスにどのような影響を与える
のか，Gietzmann=Larsen［1998］が示唆するようなガバナンス・コストがあるとすれば，一
定の統治構造の選択は組織間における情報共有と組織パフォーマンスとの関係にどのような影
響を与えるのか，などについて検討することが求められる12）。
４：おわりに
　新たな研究テーマに取り組むことは，研究者にとって刺激的な試みである。ただし，こうし
たテーマに関する研究が継続的に蓄積されるかどうかは，そのテーマがどのようにして特定の
研究領域において取り上げられるに至ったのか，また，どのように蓄積されてきたのかを，明
確に示すことができるかどうかに依存している。なぜなら，新たなテーマに関する研究が継続
的に蓄積されるためには，その課題に対する一時的な興味だけでは不十分であり，そのテーマ
についての過去の議論を包括的に整理し課題を把握しておくことが必要だからである。こうし
た地道な作業を伴わなければ，新たな研究テーマは一時的に注目されるだけで終わってしまう
恐れがある。
　本研究では組織間管理会計研究の動向を欧米の管理会計領域を中心に整理し，研究の現状と
今後の課題について整理してきた。ここにおける現状認識や課題の提示は，今後の組織間管理
会計研究の蓄積に貢献するだけでなく，関係性やコンテクストという漠然とした概念の解明を
取り扱い始めている組織内を対象とした管理会計研究の進展にも貢献すると思われる。その意
味で，組織間管理会計研究は，管理会計全体の重要な検討課題の一つであるといえる。
付記
本研究の執筆にあたりまして平成16年度科学研究費補助金若手研究（Ｂ）（課題番号：１６７３０２４０）の助
成を賜りました。また，河合隆治先生（桃山学院大学）からは本研究のドラフト段階から目をとしていただき
有益なご助言を賜りました。ここに記して感謝申し上げます。なお，本研究のありうべき誤謬はすべて筆者の
責任です。
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付表：組織間管理会計研究のレビュー
論　文 雑　誌 概　要 研究方法
⑴　Cooper=
　　Yoshikawa
　　［1994］
International
Journal of
Production
Economics
日本の自動車産業では組織間コストマ
ネジメント（目標原価計算，最小原価
調査，品質・価格・機能トレードオフ）
を通じてコストの低減を実現している。
また，組織間での情報共有が組織間コ
ストマネジメントの実現に貢献してい
る。
ケース研究（日本自動車
産業に属する三社）
⑵　Carr=Ng  
　　［1995］
Management
Accounting
Research
日産はサプライヤーを巻き込んだトー
タルコスト管理活動（トータルコスト
低減活動，トータルコスト達成活動）
を英国で導入し，定着させている。こ
こでは，サプライヤーとのオープンブ
ックの部分的な達成が見られている。
ケース研究（Nissanと英
国のサプライヤー）
⑶　Cooper 
　　［1996］
Management
Accounting
Research
日本企業は，競争直面戦略と，この戦
略を支えるコストマネジメント技法を
実施している。ここでのコストマネジ
メント技法は，フィードバック志向の
技法（製品原価計算，オペレーショナル・
コントロール，改善原価計算）だけで
なく，フィードフォーワード志向の技
法（原価企画，VE，組織間コストマネ
ジメント）を含んでいる。
ケース研究（日本企業19
社）
⑷　Gietzmann
　　［1996］
Accounting,
Organizations
andSociety
これまでの自製・購入の意思決定で考
慮されてこなかった組織間の統治構造
を検討する必要がある。すなわち，組
織間における不完全契約下での会計コ
ントロールの問題（ホールドアップの
防止やサプライヤーのモチベートなど）
がこれからの管理会計担当者の重要な
検討課題となる。
文献研究，ただし一部に
質問票調査（日本企業と
取引するヨーロッパの第
一階層サプライヤー）を
挿入
⑸　Gietzmann=
　　Larsen 
　　［1998］
Management
Accounting
Research
サプライヤーとの共同開発は，一定水
準の能力に無いサプライヤーと実施す
るとコストが過度に生じてしまうほか，
一定水準の報酬がサプライヤーに無け
れば，共同開発に対するサプライヤー
のインセンティブも機能しない。こう
したことから，共同開発は必ずしもバ
イヤーにプラスになるとはいえない。
モデル分析
⑹　Seal et al. 
　　［1999］
Management
Accounting
Research
サプライヤーとの協働関係の構築にあ
たり上級管理者だけでなく会計担当者
によるミーティングか開催され，会計
情報の広範な共有が図られている。こ
こでの会計情報はパートナーシップ構
築に貢献する役割を果たしており，ま
た，この役割は上級管理者や非会計担
当者の会計情報に対する理解が鍵とな
る。
ケース研究（英国製造企
業とそのサプライヤー）
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⑺　Ittner et al. 
　　［1999］
Journal of
Accounting and
Public Policy
サプライヤーとの関係を三つのタイプ
（アームス・レングス，インターメディ
エット，パートナーシップ）に分類し，
サプライヤーの選択・評価に関する実
務の利用とバイヤーのパフォーマンス
との関係について分析した。その結果，
パートナーシップにおいて，選択・評
価に関する実務の利用がパフォーマン
スの向上に広範に貢献することが明ら
かとなった。
質問票調査（カナダ，ド
イツ，日本，米国の自動
車企業とコンピュータ企
業）
⑻　van der 
　　Meer
　　-Kooistra
　　=Vosselman
　　［2000］
Accounting,
Organizations and
Society
組織間マネジメント・コントロールの
タイプは，市場ベースのパターン，官
僚制ベースのパターン，信頼ベースの
パターンの三つに分類することができ
る。企業がどの組織間マネジメント・
コントロールのパターンを採用するか
は，制度的，戦略的，文化的，歴史的
な要因に影響を受ける。
ケース研究（オランダ石
油化学企業２社）
⑼　Anderson et
　　al.［2000］
Accounting,
Organizations and
Society
米国自動車企業の近年の動向である外
部サプライヤーの利用拡大の合理性に
ついて，取引コストの観点から分析し
た。その結果，バイヤーについては，
内部調達よりも外部調達に対しての方
が，機会主義的行動をとるという証拠
が見られなかった。
質問票調査（米国自動車
企業とそのサプライヤ
ー），ただし，一部にイン
タビュー調査を挿入
⑽　Mouritsen
　　et al.
　　［2001］
Management
Accounting
Research
外注した主要プロセス（開発，製造）
を管理するために，組織間マネジメン
ト・コントロール（機能分析，オープ
ンブック）を新たに導入している。こ
れら組織間マネジメント・コントロー
ルは，組織間での開発や製造だけでな
く，組織内での戦略，組織構造，技術
にも影響を与えている。
ケース研究（デンマーク
小規模電器企業二社）
⑾　Speklé 
　　［2001］
Accounting,
Organizations and
Society
取引コスト経済学の理論から導出され
た三つの変数（不確実性，資産特殊性，
事後的情報の影響）を利用すると，コ
ントロールのタイプは，市場コントロ
ール，アームス・レングス・コントロ
ール（階層的，ハイブリッド），機械的
コントロール（活動志向，結果志向），
探索的コントロール（階層的，ハイブ
リッド），境界コントロール（階層的，
市場ベース）に分類することができる。
文献研究
⑿　Tomkins
　　   ［2001］
Accounting,
Organizations
andSociety
組織間で交換される情報は，二つのタ
イプ（信頼のために要求される情報と
事象を制御するために要求される情報）
に分類することができ，また，交換さ
れる情報の量は，企業の相互依存関係
が成熟するに伴い，少→多→少の逆U
字で変動する。また，ここで交換され
る情報の内容は，相互依存関係の進展
程度と関係の目的により異なる。
文献研究
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⒀　Langfield-
　　Smith
　　=Smith
　　［2003］
Management
Accounting
Research
情報技術機能を外注し始めた当初，組
織間マネジメント・コントロールのパ
タ ー ン は van der Meer-Kooistra 
=Vosselman［2000］のいう信頼ベース
のパターンであったが，契約が明確化
するに伴い，官僚制度ベースのパター
ンへの移行が見られた。ただし，契約
が明確化した後においても，信頼は両
者の間で重要な役割を果たしている。
ケース研究（オーストラ
リア電器企業）
⒁　Dekker
　　［2003］
Management
Accounting
Research
サプライヤーとの関係を対象とする
ABCモデルを開発し，サプライヤーの
参加を呼びかけ，関連する分析（ベン
チマーク分析，戦略的what-if分析，ト
レンド分析）の結果をサプライヤーと
の間で共有している。こうしたことは
活動に調整に有効である一方，情報流
用を回避するための取り組み（合意書
の作成など）が必要となる。
ケース研究（英国小売企
業とそのサプライヤー）
⒂　Cooper
　　=Slagmulder
　　［2004］
Accounting,
Organizations
andSociety
組織間コストマネジメント技法（機能・
価格・品質トレードオフ，組織間原価
調査，コンカレント・コストマネジメ
ント）の利用は，組織間のコンテクス
ト（ファミリーメンバー，主要サプラ
イヤー，下請，一般サプライヤー）に
よって異なる。
ケース研究（日本製造企
業七社）
⒃　Dekker
　　［2004］
Accounting,
Organizations
andSociety
組織間関係におけるコントロールの問
題として取引コスト理論から「流用問
題」，組織理論から「調整問題」の二つ
を導出することができる。また，組織
間コントロールとして公式的コントロ
ールと社会的コントロール（善意に基
づく信頼，能力に対する信頼）の二つ
があり，後者は前者をモデレートする
働きを有している。
ケース研究（オランダ鉄
道企業とそのサプライヤ
ー）
⒄　Håkansson
　　=Lind 
　　［2004］
Accounting,
Organizations
andSociety
関係コーディネーションの形式として
あげられる「市場コーディネーション」，
「階層コーディネーション」，「協働コー
ディネーション」は代替的なものでは
なく，絡み合ったものとして存在して
いる。また，こうした関係の形成とコ
ーディネーションに際して会計情報が
重要な役割を果たしている。
ケース研究（スウェーデ
ン電気通信企業とその顧
客企業）
⒅　Seal et al. 
　　［2004］
Accounting,
Organizations
andSociety
組織間における会計は構造主義的な視
点から解釈することができる。すなわ
ち，組織間関係における会計はモダリ
ティとして位置づけることができ，そ
れは，組織間においてすでに埋め込ま
れているプロセスの明示化と新たなプ
ロセスの埋め込みに貢献する。
ケース研究（英国電器企
業）
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［注］
１）ここでのTokyo，Yokohama，Kamakuraは，架空の企業名称である。
２）組織間での信頼についてはSako［1992］が著名である。彼女は，組織間関係のタイプとして「善意に基づ
く取引関係：OCR（Obligational Contractual Relation）」と「腕の幅だけ距離を隔てた取引関係：ACR（Arm’s 
-Length Contractual Relation）」をあげ，既存の組織間関係がいずれに近いかを判断するための指標の一
部として，「約束厳守の信頼（Contractual Trust）」，「能力に対する信頼（Competence Trust）」，「善意に
基づく信頼（Goodwill Trust）」という組織間における信頼を提示している。この研究は，組織間における
信頼が価格や品質とともに組織間関係の重要な検討課題であること，および，こうした信頼が製品開発段
階や製造段階でのコストを含んだ意味での取引コストの縮減に貢献する可能性があることを指摘した点で
有益であるといえる。しかし，この研究における組織間での信頼は，信頼に関連する過去の豊富な研究蓄
積を反映したものでないことから，その概念についてさらに精緻に見ていくことが必要であるという主張
もある（大浦［2004］）。
 ３）ここでの対象企業は，Citizen Watch，Higashimaru Shoyu，Isuzu Motors，Kamakura Iron Works，
Kirin Brewery，Komatsu，Kyosera，Nippon Kayaku，Nissan Motor，Mitsubishi Kasei，Olympus 
Optical，Shionogi Pharmaceuticals，Sony，Sumitomo Electronic Industries，Taiyo Kogyo，Topkon， 
Yamanouchi Pharmaceutical，Yamatake-Honeywell，Yokohamaである。
４）原価企画（Target Costing）は，一般的に製品開発段階におけるコスト低減活動であると理解されている。
例えば，谷は，原価企画について，製品単位当たりの目標コストの設定と細分割付に関連する｢管理会計的
側面｣，VE，コストテーブルなど工学的な手法を用いて目標コストを達成する「VE的側面」，クロスファ
ンクショナル組織，日本的サプライヤー関係など目標コストを達成するための組織的な取り組みである「組
織的側面」から構成された活動として説明している（谷［1996］）。しかし，Cooperの研究における原価企
画は，製品単位あたりの目標コストの設定と細分割付という管理会計的側面にのみに傾注しており，この
点が彼に特徴的であるといえる。
  ５）なお，この研究では，三つのバイヤー・サプライヤー関係のいずれにおいても，選択・モニタリング実務
の利用と製品開発サイクルタイムについての明確な関連は見受けられなかったことを指摘している。
  ６）しかし，サプライヤーの機会主義的行動を示すサプライヤーの作業の遅延については，内部調達よりも外
部調達の方が見られている。これについて，彼らは，サプライヤーの作業の遅延がサプライヤーの機会主
義的行動を意味するだけでなく，バイヤーからの金型の再製要求を防止する目的で慎重に行っているとい
う別の意味を有していることを，追加的なフィールド調査によって説明している。
 ７）ここでのLeanTech，New Techは，架空の企業名称である。
８）取引コスト経済学の管理会計研究への適用については新井［2004］が参考になる。
９）この研究では逆U字の関係として紹介されているが，Tomkins［2001］の170頁に記載されている「関係を
コントロールするために必要とされる情報」と「時間の経過とともに増加する信頼のレベル」を表現した
図表１を詳細に見ると，単純な逆U字の関係ではなく歪な逆U字の関係として表現されていることが分かる。
この歪な形が意味するところについては，今後検討を重ねていく必要があると思われる。
10）ここでの対象企業は，上述のCooper=Yoshikawa［1994］におけるTokyo，Yokohama，Kamakuraのほか，
Isuzu，Jidosha Kiki，Komatsu，Toyo Radiatorが含まれている。
11) ここでのDixtronは，架空の企業名称である。
12) 組織間における情報共有と組織パフォーマンスについて検討したものとしては坂口・原口［2004］がある。
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ここでは，協調的な組織間関係を選択するグループの方がアームス・レングスな組織間関係を選択するグ
ループよりも組織間における情報共有を達成しており，かつ，こうした情報共有が組織パフォーマンスの
向上に結びついていることが質問票調査の分析結果をもとに記述されている（pp.44-46.）。しかし，この研
究では，統治構造に関する要因について十分に示されていないことや，分析レベルで十分に厳格でないこ
とから，さらなる研究蓄積が望まれるといえる。
（2004年９月27日受理）

